
“世界都市”と“東京問題”

　　　一若干の覚え書き一

寺　西　俊　一

（はしがき）

　小論の目的は，1980年代，より正確にいえば，1980年代の中葉以降に

始まった日本の首都・東京のr世界都市」化の背景とその特質を検討する

ことによって，そこでの構造的矛盾を一体どのように捉えたらよいかをめ

ぐって若干の考察を行ってみることにある。

　周知のように，1980年代の後半以降，わが国では，いわゆる“東京間

題（Tokyo　Problem）”が様々な立揚や観点から取り上げられ，論じられ

ることが多くなってきた・ここで“東京問題”とは，1980年代以降，とり

わけその中葉以降に顕著となってきた“新たな次元での東京一極集中化の

強まり”という事態を基本的な背景として発生している諸問題のことを指
つ

す。この“東京問題”は，王述した日本の首都・東京のr世界都市」化の

プロセスとも密接な係わりをもって深刻化している．筆者は，1985年以

来，そうした“東京問題”に関連して一連の論稿を発表する機会を得てき
　の
たが，それらは，その時々の要請に合わせて執筆したものが多く，これま

で必ずしも系統的に今日の“東京間題”について論じる機会をもつことが

できなかった．この小論では，以下の注2）に掲げた旧稿をべ一スとしな
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がら，1990年代を迎えた今日の時点で，1980年代後半以降のいわゆる

“東京問題”について，とくに日本の首都・東京のr世界都市」化のプロ

セスとの係わりに焦点を当てながら改めて論じてみることにしたい．

1）‘‘東京問題”（または‘‘東京プ・ブレム”）という表現は，1987年以降になっ

　て登揚してきたものである．たとえぱ，日本経済新聞は，1987年11月10日

付～同21日付にかけて，r東京プロブレムー生活小国からの脱却一」と題

する計21回の連載特集を行なった．また，それとほぼ同じ時期に，当時，筆

者も参加していた「東京経済研究会」（座長：柴田徳衛・東京経済大学教授）

　が『東京問題の構図』と題する第一次調査報告書を発表した（1987年11月）．

　その後，翌1988年には，目良浩一・宮尾尊弘・坂下昇著『r東京問題」の解決

策』（HBJ出版），国土庁大都市圏整備局編『東京問題！』（ぎょうせい），金

倉忠之著『東京問題の基本構造』（東京市政調査会），などが相次いで出されて

　きた．なお，1979年の時点で，小宮昌平・吉田秀夫編『東京問題』（大月書店）

　が出されているが，そこでの“東京問題”という表現は，1980年代後半以降に

　おける今日の‘‘東京問題”という表現とはその文脈が多少異なっている．

2）筆者が，198Q年代後半以降の“東京問題”と係わって，これまで折に触れて

　発表の機会を得てきた一連の論稿は，下記のとおりである，

　〔1〕r大都市圏再編成と首都改造計画をめぐる動向」r都市・21世紀・自

　　治』（東京自治問題研究所研究双書1），1985年8月刊．

　〔2〕　r＜対談＞大都市を席巻する金融資本」r住民と自治』（自治体研究社）

　　第272号，1985年12月号．

　〔3〕r“首都改造”の構想と現実」r都政新報』（都政新報社）1986年1月

　　10日付．

　〔4〕　r国際化・情報化と東京圏再編成一四全総・首都改造計画の構想と

　　現実一」r経済科学通信』（基礎経済科学研究所）第48号，1986年3月

　　号．

　〔5〕r社会資本整備と四全総」r月刊東京』（東京自治問題研究所所報）第4

　　巻第5号，1986年5月号，

　〔6〕　rr国際化』r情報化』時代と“中枢管理機能”論の課題一とくに東

　　京圏にみる新動向に焦点をあてて一」比較大都市圏研究会r都市機能の
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　転換過程における大都市行財政の実証的研究（文部省科学研究費補助金に

　よる研究第一年次報告書』1987年3月。

〔7〕　r“首都圏改造”と都市・環境間題」r公害研究』（岩波書店）第16巻

　第4号，1987年4月号．

〔8〕　rr経済大国日本』の〈都市〉と〈環境〉」加藤哲郎・伊藤正直・高橋

　祐吉・田端博邦・寺西俊一著『これからの日本を読む』（労働旬報社），

　1987年5月刊．

（9〕　rr圏央道』建設計画への疑間」r公害研究』（岩波書店）第17巻第1

　号，1987年7月号．

（10〕　r東京一極集中と『世界都市・東京』論のゆくえ」r都政新報』（都政

　新報社），1987年9月18日付．

〔11〕　r東京湾再開発ラッシューその背景と問題点」r公害研究』（岩波書店）

　第17巻第2号，1987年10月号．

（12〕　r首都・東京圏の再編構想をめぐる現実とその行方　　岐路に立っ

　“東京”と都市政策の今日的課題一」『東京問題の構図』（東京経済研究

　会第一次調査報告書），1987年11月．

（13〕　r『圏央道』建設計画とその問題点」r自動車交通が都市の環境と経済

　に及ぼす影響の研究』（日本生命財団昭和60年度助成研究報告書／代表研

究者；宇沢弘文），1987年11月．

〔14〕rr構造転換』と『東京一極集中』化が意昧するもの　　1987年版r経

済白書』に寄せて一」r賃金と社会保障』（労働旬報社）NQ．979，1988

年2月上旬号．

〔15〕r地価問題と都市政策一東京都心部の地価高騰対策の焦点一」r経

済科学通信』（基礎経済科学研究所）第55号，1988年3月号．

（16〕　r〈対談＞四全総・首都改造計画と埼玉の地域開発」埼玉自治体問題研

究所編『くらしのはぐるまPart2／埼玉の県民運動と革新県政』（自治体

研究社），1988年5月．

〔17〕　r特集：ずばり私の東京改革論／経済のゆがみが拡大」r住宅新報』

　（住宅新報社），1988年5月25日付．

〔18〕　rr圏央道』建設計画への基本的疑間・再論一とくに交通混雑解消論

　の問題点を中心に一」r人間と環境』（日本環境学会）第14巻第1号，
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　1988年6月号．

〔19〕　「r東京一極集中』と今日の“東京問題”」r住民と自治』（自治体研究

社）第303号，1988年7月号．

〔20〕　rr民間活力』型開発と第三セクター」r都市問題』（東京市政調査会）

第79巻第7号，1988年7月号，

〔21〕r多核多圏域型首都圏改造構想と圏央道計画」環境アセスメント研究

会・多摩地域研究会編『圏央道建設計画の総合アセスメント』（武蔵野書

房），19S8年7月刊．

〔22〕　r首都・東京圏の自動車交通混雑と圏央道計画」同上，所収

〔23〕　r〈座談会〉再ぴ市民不在の開発が進行する／特集＝虚像のウオーター

　フ・ント開発」rエコノミスト』（毎日新聞社）1988年8月16，23日，夏

　季合併号．

〔24〕　r湾岸開発の動きはこれでよいか」田尻宗昭編『提言・東京湾の保全

　と再生』（日本評論社），1988年9月刊，

〔25〕r異議あり！　ウオーターフロント開発」『毎日新聞』1988年9月17

　日付，夕刊．

〔26〕　rr世界都市・TOKYO』のr発展』とr危機』」佐々木雅幸・寺西俊一

　編『グ・一バル・エコノミーと地域経済』（自治体研究社），1988年12月

　刊．

〔27〕rウォーターフロント開発の再考一東京湾ベイエリァにみる開発動

　向の間題点を中心に一」rTOMORROW』（あまがさき未来協会）第4

　巻第1号，1989年6月号．

〔28〕r東京ベイエリアにみる大規模開発プ・ジェクトとその問題点一r東

　京臨海部副都心開発』の批判的検討を中心に一」『都市問題研究』（都市

　問題研究会）第41巻第9号，1989年9月号．

〔29〕r圏央道では緩和できない交通混雑一貴重な都市近郊自然を破壊す

　る道路計画の意義を問う一」r自然保護』（日本自然保護協会）No，329，

　1989年10月号．

〔30〕　「多摩自立都市圏とまちづくり」r多摩学会』（多摩学会）第2号，1989

　年11月．

〔31〕r東京湾岸諸都市とウオーターフ・ント開発」『水資源・環境研究』（水
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　資源・環境学会）第3号，1989年12月．

〔32〕　r大都市圏」宮本憲一・横田茂・中村剛治郎編r地域経済学』（有斐閣），

　1990年2月刊．

〔33〕　r東京の地価問題と土地政策」宮本憲一・植田和弘編『東アジァの土

　地問題と土地税制』（頸草書房），1990年7月刊，

〔34〕　“New　Urban　Growth　of　TokyQ　Metropolitan　Region　and　Some

　Aspects　Qf　Environmental　Problems　in　Japan”，Presented　for“1％’θγ一

剛f・溜Mββ勧8・瞬hθα・うα伽’加・∫E6・邦・溺y伽4勘吻・π雁吻」

　P劉o配β翅5”，9－11July1990，Brugge，Belgium，

（1）

　すでに述べたように，1980年代後半以降，わが国ではいわゆる“東京間

題”の深刻化をめぐって様々な議論が展開されてきた．その基本的な背景

には，1980年代中葉以降に顕著となってきた“新たな次元での東京一極集

中化の強まり”という事態が横たわっている，そして，この事態は，1980

年代における日本の首都・東京の都市経済にみる実体面での新たな変容
　　　　　　　　　　　　　　　3）
（以下，r東京経済の新展開」と呼ぶ）を基礎として進行しているところに

きわめて重要な特徴がある．そこで，このr東京経済の新展開」について，

その内容と意味をまず明らかにしておく必要があろう。

　さて，上記のr東京経済の新展開」は，具体的にみると，次のような

“2つのプ・セスの重なり”として現われている．

　その1つは，東京を頂点とする国内的なr一極集中型経済構造」の新た

な強まり，というプロセス（以下，プ・セス1と呼ぶ）である。

　もう1つは，東京の都市経済のr国際化」「金融化」「情報化」（＝「国際

金融都市化」＋r国際的ビジネス情報都市化」）の進展によるr世界的中

枢都市」への新展開，というプ・セス（以下，プ・セスIIと呼ぶ）であ
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る．

　以上のような2つのプ・セスは，1980年代中葉以降，相互に関連し合い

ながら1つに重なり合って進行し始めたが，それ’ぞれのもつ意味は互いに

　　　　　　　　　　　　4）
区別して論じられる必要がある．その理由は，結論を先に述ぺる形となる

が，以下のような諸点に求められる．すなわち第1に，プ・セス1は，

1973年秋の第一次オイルシ・ック後，1970年代後半以降に進展してきた

日本経済にみる一連の構造変化の帰結として，1970年代末～1980年代以

降になって顕在化してきたものである．それに対して，プ・セスHは，

1984年～85年頃を境目にして，それ以降，急速に展開してきたものであ

る．第2に，プ・セス1は，きわめて特殊日本的な（いいかえれば戦後日

本経済の地域構造に固有の）ヒラルヒー的国土・都市構造（＝「求心的垂

　　　　　　　5）
直的国土・地域構造）の特質と密接に係わっている（したがって，このプ

・セス1は，主に国内的な構造変化ないし要因と係わっている）．それに

対して，プ・セスHは，1980年代以降における世界経済の構造とその新た

な動向がもつ特質と密接に係わっている（したがって，このプ・セスHは，

主に国際的な構造変化ないし要因と係わっている）．なお，このプ・セス

Hは，1980年代中葉以降，プ・セス1を一段と加速化ないし加重化する要

因ともなってきたという関係にある．

　要するに，r東京経済の新展開」は，上記のようなプロセス1に伴う東

京への新たな機能集中，および，プ・セスHに伴う東京への新たな機能集

中という，いわば‘‘二重の意味での東京新集中”現象として現われ，そう

した二重の過程が，従来までの東京の都市集積の上に新たな追加的過集積

をもたらすことによって，1980年代後半以降におけるいわゆる“東京問

題”の構造的深刻化の重要な経済的基礎をなしてきたということである．

以下，上記の2つのプ・セスについて，それぞれ簡単に，その具体的な経

緯と背景について述べておこう．
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3）筆者は，1987年の拙稿〔12〕（前出の注2）を参照．以下，同じ・）までは，

　1980年代中葉以降にみる“東京一極集中化の強まり”という新たな動向を指

　して，「“東京”の新展開」という表現を用いてきたが，その後，1988年初頭の

　拙稿〔14〕以降，そうした新動向が，内外経済の新たな構造変化を受けた東京

　の都市経済の変容を重要な基礎としていることをより正確に表現するために，

　r東京経済の新展開」と呼ぶことにした．

4）都市社会学の立場から，1980年代以降の‘‘東京問題P’について逸早く独自の

　分析を進めてきた町村敬志氏は，筆者がここで区別している2つのプ・セスを

　次のように整理して位置づけている．すなわち同氏は，以下のように論じてい

　る．一r1980年代における日本の地域構造の変化の中で，最も大きな注目を

　浴ぴているものは，r東京一極集中』とも呼ばれている新たな地域間不均衡の

　問題であろう」．では，こうした間題が何故生じてきたのか．ここ数年，それ

　を説明する様々な要因が提示されてきたが，そのなかで代表的なものとしては，

　「産業構造変動」説とr国際化急進展」説とがある．rこのうち産業構造変動説

　はさらに大きく2つに分けられる，すなわち，第1に，重厚長大の素材型産業

　や輸出志向型産業の停滞や衰退にともない，それらへの依存度の高い地域（特

　に地方圏）で雇用不安や経済力の全般的低下が起きていること，言い換えると，

　産業の地域的空洞化という傾向である．第2に，経済のサービス化やソフト化

　といわれる全体的趨勢の中で，管理や情報，金融などに特化し，また差別化・

　多様化したライフスタイルを生み出す大都市に，成長しつつあるサービス産業

　が集中していること，が指摘できる．これに対して，国際化急進展説の方は次

　のように要約できよう．日本経済の国際的地位向上と経済活動のグ・一バリぜ

　一シ目ン化にともない，従来国内には存在しなかった新しい国際的機能が生ま

　れ，その結果国際的機能に付随する産業・雇用が東京圏で拡大している．これ

　らの説が，現状の説明として一応の妥当性をもつことは，ひとまず認めてもよ

　いだろう．だが議論がここで終わるわけではない，むしろ現段階においてより

　重要なのは，産業構造再編や国際化，そして部分的には政治的要因などが，相

　互に関連しあいながら1つの大きな流れを形づくっていること，そしてその背

　景にはいくつかの共通の構造的変動が存在していること，である」，と．そして

　同民は，そのr共通の構造的変動」を指してrグ・一バルな構造再編（Global

　Rest川cturing）」という規定を与えている．以上，町村敬志r日本企業の多国
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籍化とその地域的インパクトーグ・一バルな構造再編と世界都市形成一」

r社会科学ジャーナル』（筑波大学）第14号，1989年3月，参照，こうした町

村氏の整理ないしとらえ方は，筆者が示している整理ないしとらえ方とは若干

の食い違いがある．筆者のそれは，1980年代以降のr東京経済の新展開」の基

本的な背景を，主として国内的な構造変化ないし要因によるものと国際的な構

造変化ないし要因によるものとに区別してとらえることが重要であるという見

地に立っている．

5）　このr求心的垂直的国土・地域構造」という規定は，中村剛治郎r日本経済

　の構造転換と金沢の都市ビジ日ン1」rエコノミア』第90号，1986年，による、

（2）

　最初に，プロセス1，すなわち主として国内的な構造変化ないし要因に

もとづくr東京一極集中型経済構造」の新たな強まり，というプロセスを

めぐって，その具体的な経緯と背景を振り返ってみよう・

　まず上記のプ・セス1が，従来とは次元の異なる新たな動向を意味する

ものとして，国土政策の当局者や地域経済の研究者などによって明確に認

識され，注目されるようになってきたのは1980年代中葉以降のことに属

している．たとえぱ，日本の国土政策の構想と計画立案を担当している政

府・国土庁の諮問機関である国土審議会は，1977年11月に閣議決定され

た『第三次全国総合開発計画』（以下，三全総と略記）のフォ・一アップ

作業を1981年5月から開始しているが，その段階では，このプ・セス1

の進展はまだ特別な注目を浴びるには至っていなかった。その後，約2年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
半に亘る具体的な三全総フォ・一アップ作業の最終報告書が1983年10月

に出され，新たな国土計画すなわち『第四次全国総合開発計画』（以下・

四全総と略記）策定への準備が始まっていくことになる．だが，その段階

でもまだ政策当局者の現状認識のなかでは，このプロセス1の進展がとく
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に重要な意味をもつものとして明確な位置づけを与えられるには至らなか

った。それが，新たな動向として特別な位置づけを初めて明確に与えられ

るようになるのは，翌1984年11月に発表されたr四全総長期展望作業中
　　　　　　　　　7）　　　　　　　　　8）
間とりまとめ」の報告書においてであった．

　同報告書は，その第IV章（r新しい国土空間の構築に向けて」）の第9節

（r人口と諸機能の集中と分散」）のなかで，r1960年代の大都市集中」，

r1970年代の集中鎮静化」について簡単に触れた後，r人口・諸機能の最近

の動向」という項目を立てて，次のように述ぺた．「1980年代に入ってか

らの動向をまず人口についてみると，ここ数年わずかながら三大都市圏へ

の転入超過が生じている点が注目される」r量的には諸機能の分散化が進

行しているが，質的にみると，大都市圏とりわけ東京圏において先端的か

つ高次な諸機能の集積が強まっている……」．そして，それに続く「集中

と分散の新たな展開」と題する項目では，次のような指摘を行なっている．

「東京圏の相対的地位の上昇により，国土全体として東京一点集中の様相

がより鮮明になってきた……．従来の『三大都市圏対地方圏』という図式

でとらえるよりも，『東京圏対その他』という形でとらえる方が問題の本

質をより端的に表す場合が少なくなくなってきている．」「人口・諸機能の

地方分散の兆しが芽生えているなかで，一極構造の度合いを強めている現

在のすう勢をどのように考え，また国際社会における我が国の役割の増大

等経済・社会の変化に伴い，東京圏が担うぺき将来の機能分担をどのよう

　　　　　　　　　　　　　　　　9）
に位置づけていくかが大きな論点になろう．」，と．

　さて，以上の指摘に示されているようなr東京圏の相対的地位の上昇」，

それに伴うr東京圏対その他」という形でのr東京一極集中型経済構

造」の新たな強まりというプロセスは，具体的には1980年代以降のわが

国にみる人ロ動態の上にも明確に反映している．すなわち，図1および

図2からはっきり読み取れるように，わが国の大都市圏への人口集中は
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　　図1人口移動の推移
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（出所）　経済企画庁調査局編『円高を乗り越え新たな発展をめざす地域経済一昭和62年地域経済

　　レボートー』1987年2月189ぺ一ジ．

1970年代には一旦鎮静化したが，1980年代以降にはその趨勢に変化が生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）
じ，東京圏への新たな集中現象が明白となってきた、総務庁統計局の『住

民基本台帳人口移動報告』でみると，東京圏（こ二では東京，千葉，神奈

川，埼玉の1都3県）への転入超過人口（社会移動による純増）の推移は

次のような数値を示している．1975年＝65・8（千人），1980年＝499（千

人），1985年＝122・6（千人），1986年＝155・7（千人），1987年＝163・6（千

人），1988年＝130・1（千人），1975年から1980年にかけては減少傾向が

続いていたが，1980年代以降には明らかな増大傾向に転じていることが
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図2　大都市圏の転入超過人口の推移
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分かる．しかもこれは，1970年代が減少傾向，1980年代が横バイ傾向と

なっている名古屋圏の揚合や，1970年代，1980年代ともに一貫して減少

傾向を辿っている大阪圏の揚合とは際だった対照を示すものとなっている・

その結果，東京圏の人口集積の対全国シニアは，1970年＝23・O％，1975年

＝24．2％，1980年＝24．5％，1988年二254％，という推移を辿り，「東京

一極集中」の構造が人口面でもいよいよ明白となってきた・

　そこで，こうした新たな現象が何故生じてきたのかが問題となるが，こ

れは，すでに述べたように，基本的には第一次オィルショック後の1970

年代後半から1980年代前半にかけて進展してきた日本経済にみる様々な

レベルでの構造変化の帰結として理解する必要があろう・

　周知のように，1973年秋に起こった第一次オイルショックは，それまで

安い輸入原油の大量消費の上に重化学工業部門を主軸にした高度経済成長

の軌道をひた走ってきた日本経済にとっては，きわめて大きな衝撃を与え
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る事件となった．さらにその後の第二次オイルショックによる原油価格の

更なる高騰化（1978年末～1980年初）の影響も受けて，日本経済は，1970

年代後半期から1980年代前半期にかけて，それまでの高度成長期におけ

る経済成長パターンやそれを支えてきた産業構造，企業構造，地域構造，

行財政構造，等々の諸側面で様々な意味でのr構造調整」を余儀なくされ

　　　　　　　11）
てきたといってよい．その結果，たとえぱ実質国民経済成長率は，かつて

の年率10％前後という極端に高い水準はほぼその半分ないしそれ以下の

水準に落ち込み，全体としては低経済成長に移行した．産業構造の面では，

従来のリーディング産業としての重化学工業部門を中心とするr重厚長大

型」産業の低迷化とそれに代わるr軽薄短小型」産業の伸長，経済の「ソ

フト化」rサービス化」あるいはr情報化」r国際化」などが急速に進んだ．

そしてそれらに対応して，企業経営の構造も「減量化」「多角化」「国際

化」が進み，それに伴って企業の投資ビヘイビアや立地戦略にも様々な新

しい諸変化が生じた．また1975年以降，国家部門の財政赤字が構造的に

深刻化し，それに対応しての福祉削減型のr行政改革」や公共部門の縮

小・再編・解体が進められた，そうした一連の動向が，日本の地域社会や

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12）
地域経済の構造に対して様々な変容をもたらしてきたのである・

　そして，以上のような1970年代後半からの動向を背景として，1970年

代末から1980年代以降にかけて，以下に述べるような日本のビッグビジ

ネスによる新たな企業戦略が強力に展開され始めることになった・それら

が，1980年代における「東京一極集中型経済構造」の新たな強まりという

事態をまさに決定的なものにしたといってよかろう，

　第1は，1960年代・70年代を通じて，日本ではすでに成熟段階に達し

た既成の国内市揚への依存体質を転換するために，様々な企業努力が活発

化し，新たな国内市揚の開拓をめざした新規事業分野への進出やそのため

の経営多角化戦略の積極的な展開が始まったことである．この企業戦略の
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展開は，①1970年代後半以降，新しい成長産業分野として急速に台頭し

てきたハイテク関連部門や情報関連部門での子会社設立や研究開発部門強

化の動き，②ますます流動性が激しくなってきた市揚への機敏な対応をす

すめていくための多品種小量生産とそれに即応した販売・流通システムの

開発や効率化の追求，あるいは，③消費者二一ズを先取りした経営戦略の

ための新たな商品開発部門や市揚調査・情報収集・企画部門等の重視，さ

らには④国内とくに大都市部での様々な文化的要求の潜在的高まりに対応

した文化産業部門への積極進出，などの活発化となって現われた．こうし

た一連の動きは，1970年代末から1980年代初頭の日本経済にみる地域構

造のもとでは，市揚，情報，技術，資金，人材，いずれの面から考えても，

東京圏重視の企業戦略を必然化させるものとならざるをえなかった。それ

はまた，日本企業の多くが，東京圏のもつ巨大な潜在市揚としてのポテン

シャルの高さや，さらには全国的展開のための戦略的市場としての重要性

に着目したためでもある．この結果，1980年代は，東京圏での都市経済の

異常な活発化と大阪圏，名古屋圏を含む他の地方都市圏での都市経済の相

対的低迷化という際だった対照が顕著に現われることとなった．

　第2は，1970年代後半以降に低迷してきたr重厚長大型」産業分野から

の内需拡大要求を主たる経済的背景として，各種の公共事業分野の市揚的

開放を求める戦略が積極的に推進され始めてきたことである．この動きを

端的に示すものが，たとえば「日本プ・ジェクト産業協議会」（JAPIC）

の発足（1979年11月）であった．このJAPlcは，当初，1970年代後半

以降の構造不況に喘ぐ「（社）鋼材倶楽部」等を中心にした任意団体とし

てスタートしたが，その後，1983年4月からは正式な社団法人となった．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）
そこには日本の主要な業界のほとんどすべてが団体会員として名を連ね，

これに法人会員158，賛助会員7（ここには日本の2大民間シンクタンク

としての野村総合研究所，三菱総合研究所も名を連ねている）が参加する
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という巨大な組織に発展している．この組織は，総会，理事会のもとに，

①運営委員会，②都市開発委員会，③道路整備委員会，④水資源対策委員

会，⑤沿岸開発委員会，⑥東京湾地域開発委員会，⑦関西プ・ジェクト委

員会，⑧中部プ・ジェクト委員会，⑨海外プ・ジェクト調査委員会，⑩・

イヤルセンター特別委員会，⑪商業地域再開発委員会，という11の委員

会をもち，1980年代以降，各種の巨大事業プ・ジェクトを民間主導型公共

事業として具体化することを目指して，きわめて精力的な活動を展開して
　14）

きた．そして，この強力な動きは，その後，1980年代のわが国でも支配的

な潮流として台頭してきた新自由主義の政治路線とも連携し合い，1980年

代中葉以降になって，首都・東京圏を中心とする過剰乱立気味の様々な

「民活型j都市再開発プロジェクトによる大規模開発の具体的推進となっ
　　　　　エつ
て現われてきた．こうした1970年代末から1980年代以降の動きも，一連

の事業プ・ジェクトヘの資本参加とその受注をめぐる競争を異常に過熱化

させながら，関連企業群の新たな東京圏集中をつくりだす方向に大きく作

用することになった．

　さらに第3は，1980年代に入って，日本の主力企業の多くが国際化戦略

の積極的な展開に向けて本格的な準備に藩手し始めたことである・すなわ

ち日本の主力企業は，一方で，上述したような国内市揚の積極的な開拓に

乗り出すとともに，他方では，①海外直接投資の拡大による企業内世界分

業の展開，②研究開発，生産技術，販売システムなどの面での国際的企業

提携の展開，③そうした企業活動を支える資金の調達・融資・管理面での

国際的展開（国際財務戦略の展開），さらには，④技術輸出の積極的展開，

などの国際化戦略にも本格的な取り組みを始めることになった・改めて指

摘するまでもなく，こうした日本企業の国際化戦略の本格的な開始は，企

業本社部門における国際的業務管理機能の急速な増大をもたらさずにはお

かなかったが，わが国の場合，それら主要企業の本社部門のほとんどが歴
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史的に東京都心部に集中してきたという独自な構造が存在しているため，

そのことが新たな東京集中（とくに東京都心部集中）を強める重要な要因

として作用することになった．

　最後の第4は，以上のような様々なレベルでの新たな企業戦略の展開と

ともに，1980年代の日本経済は，民間企業部門における構造的な“カネ余

り”（過剰蓄積）を反映して，r財務の時代」ないしr総金融化の時代」と

いわれるような局面に突入し，それに対応した企業戦略として，いわゆる

r財テク」活動が活発に展開されたことである．これは，後に述べること

とも密接に関連するが，単に日本経済のみならず先進資本主義国を中心と

した世界経済を含めて，全体としてモノの生産や取引が成熟化し，実物経

済の面での投資活動の収益性が全般的に低下してきた時代を背景にして，

金融・財務面でのイノベーシ。ンが活発化してきたことに対応する企業戦

略の展開である．こうした部面での新たな企業戦略，すなわち積極的な金

融取引活動（マネーゲーム）やr財テク」を中心とした積極的財務活動を

通じて・企業としての収益性を高めていこうとする戦略が1980年代に入

って急速に強まってきたのである．そして，その主要舞台として，東京の

金融市揚や証券市場が位置づくことによって，1980年代以降，日本の主要

企業の関連部門の東京進出が相次ぐ結果となった．このこともまた，東京

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16）への新たな集中現象を劇的に呼び起こす重要な要因になったといえよう．

　以上に述べてきたようなことが，主として国内的な構造変化ないし要因

にもとづくr東京一極集中型経済構造」の新たな強まりという事態が，

1980年代に入って以降に大きく顕在化してくるに至った具体的な経緯と

背景である．

6）　国土審議会調査部会『三全総フォ・一アップ作業報告書一三全総策定後の

　情勢変化と新しい国土計画への課題一』1983年10月，参照．

7）国土庁計画・調整局編r日本／21世紀への展望一国土空間の新しい未来像
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　を求めて一』1984年11月，参照。

8）拙稿〔1〕，〔4〕，〔5〕，参照，

9）以上，注7）前出書，234～237ページ，参照，

10）　日本のジャーナリズムは，この新たな趨勢の変化をとらえて，当初，r東京

　再集中」現象と呼んだ．しかしその後，このr再集中」が1960年代に見られ

　た東京集中とは明らかに異なった新たな集中現象であることから，r東京新集

　中」現象と表現するようになった．そして，このr東京新集中」現象が示して

　いる構造を意味するものとして，r東京一点集中」ないしr東京一極集中」と

　いう表現が用いられるようになった。

11）　ここで日本経済が戦後において辿ってきたプ・セスを簡単に振り返ってみ

　ると，敢戦直後の昭和20年（1945年）以降，ほぽ10年単位で，次々と新しい

　課題＝ハードルに直面してきた過程であったとみなすことができる、すなわち

　昭和20年代（1945年～1954年）には敗戦後σ）戦後処理から経済復興へという

　第1のハードルを越え，次の昭和30年代（1955年削1964年）には西側欧米諸

　国の先進国経済にキャッチアップすることを目指した第一次高度経済成長とい

　う第2のハードル越えに遇進した・そしてその第2のハードルを越え始めた昭

　和40年代（1965年～1974年）には欧米先進国への仲間入りを果たすことによ

　って，新たに要請されてきた国際競争力の強化という第3のハードルを第二次

　高度経済成長によって乗り切ることに成功した。ところがそうした第二次高度

　経済成長の頂点で第一次オイルシ日ソク（1973年秋）に直面し・日本経済は

　その後従来までの経済成長パターンの「構造調整」を迫られる時代を迎える、

　その意味で，いわば昭和50年代（1975年一1984年）は，日本経済が様々な局

　面でのr構造調整」という第4のハードル越えを迫られた10年であったとい

　える。なお，その後の昭和60年代（1985年一）に入ってからは，さらに経済

　の本格的国際化への対応という新たな第5のハードルに直面し始めることにな

　ったといえよう．（拙稿〔12〕，151～153ぺ一ジ，参照），

12）以上，拙稿〔14〕，13～14ぺ一ジ，参照，

13）具体的には，①エンジニアリング振興協会，②鋼材倶楽部，③生命保険協

　会，④セメント協会，⑤全国銀行協会連合会，⑥全国電気事業連合会，⑦日本

　埋立淡諜協会，⑧日本海洋開発建設協会，⑨日本建設機械化協会，⑩日本自動

　車工業会，⑪日本証券業協会，⑫日本造船工業会，⑬日本損害保険協会・⑭日
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本ダム協会，⑮日本鉄鋼連盟，⑯日本鉄道建設業協会，⑰日本電力建設業協会，

　⑱日本土木工業協会，⑲不動産協会の19業界がそこに参画している．

14）1983年5月に経済企画庁が，このJAPIcに委託した調査の報告書r公共

　事業分野への民間活力導入方策に関する調査』（1984年3月）は，こうした企

業戦略が意図するところを最も端的に示した文書である・なお，この報告書は

　日本プ・ジェクト産業協議会編『社会資本と民間活力』（19S4年7月）として

公刊されている．

15）以上のような1980年代以降の各種開発プ・ジェクトの動向に対する基本的

　な批判を試みたものが，拙稿〔20〕である．なお，拙稿〔7〕〔9〕〔11〕〔13〕

　〔18〕〔24）〔25〕〔27〕〔28〕〔29〕〔31〕は，個別のプ・ジェクトを含む具体的

　な検討と批判を，折に触れて展開したものである．

16）以上は，拙稿〔32）256阿257ページでの叙述に若干の修正・加筆を加えた

　ものである。

（3）

　次に，もう1っのプ・セスH，すなわち主として国際的な構造変化ない

し要因と密接に係わっているr東京の世界的中枢都市」への新展開，とい

うプ・セスをめぐって，その具体的な経緯と背景を簡単に振り返ってみよ

う．

　まず，東京の「世界的中枢都市」への新展開の基本的な背景には，1980

年代におけるアメリカ経済の衰退，そして世界経済に占める日本経済の相

対的地位の急上昇という構図がある．周知のように，1980年には日本の

GNP（国民総生産）は世界のGNPの約10％水準に達し，その後さらに，

1985年9月のプラザ合意以降の1986年には約13％の水準にまで到達して

いる，こうした世界経済に占める日本経済の相対的地位の高まりは，約3

％の水準であった1960年当時の状況と対比して考えてみると，きわめて

大きな構造的変化であるといえよう．
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　さて，そうした状況を踏まえて，経済企画庁の諮問機関である経済審議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17）
会は，1982年に『2000年の日本』と題する注目すべき報告書を発表した．

そこでは，1980年代以降2000年までの20年間は日本経済にとっては大

きな「歴史的転換期」になるという位置づけが与えられ，r日本経済の国

際的地位の高まり」に対応した積極的な21世紀ビジ日ンの確立が第1の

基本課題として強調された．それ以降，わが国では「国際化への対応」と

いうことがまさに時代のキーワードとなってきたが，日本の首都・東京の

r世界的中枢都市」への新展開という動きも，そうしたコンテキストのな
　　　　　　　　　　　　18）
かで登揚してきたものであった．ここで，いわばピジ日ンとしての東京の

r世界的中枢都市」への新展開とそれに対応する実態そのものとを明確に

区別して論ずる必要性が出てくるが，最初に，東京を「世界的中枢都市」

として積極的に位置づけていこうとするビジ・ンが一体どのように展開さ

れてきたかを振り返ってみることにしよう，

　すでに触れたように，三全総から四全総への国土計画の改定作業が

1983年10月から始まり，翌84年11月にそのr中間とりまとめ」の報告

書が出された．しかしその段階では，まだ21世紀に向けての国土計画ピ

ジ日ンにおいて東京圏をどのように位置づけていくかが大きな論点になろ

う，という指摘が行なわれていたにすぎない．この論点提起の毅階から一

歩進んで，東京の「世界的中枢都市」としての役割と位置づけを積極的に

与えるというビジョンが最初に提起されてきたのは，その半年後に出され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19）
た『首都改造計画』（1985年5月末に計画案として発表）であった．

　この『首都改造計画』は，「計画対象地域」として，新しく「東京大都

　　　　　　　　　　20）
市圏」という圏域設定を行い，この「東京大都市圏」について，図3に示

されるような改造・再編の構想を打ち出したものである．この構想は，表

面的に見ると，現存の「東京大都市圏」にみられるような東京都心部への

r一極依存型構造」を是正し，「多核多圏域型構造」へと転換することを目

　　　　　　　　　　　　　　178



　　　　　“世界都市”と“東京問題”

　　図3東京都大都市圏の現状と将来構想図

（a）一極依存型構造
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（b）連合都市圏型構造の構想図
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　　　　　　　　　　　　　β
　　　　　（出所）　注19）文献，49ぺ一ジ・

指す分散型の都市ピジョンのように受け取れるような描き方が意識的にな

されている．しかしそれは，あくまで表向きの建前的表現であるにすぎな
21）

い．その実質的な意味は，従来の国内的な首都・東京を「世界的中枢都

市」として新たに位置づけ，この位置づけに沿って，とくに東京都心部で
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の業務機能集積を国際的な中枢管理機能を中心にして新たに再編・強化し

ていくこと，そしてまさにそのために，障害となるその他の諸機能を東京

都心部から周辺部に分散化させること（つまり，新たな集中化のための分

散化）にあるといってよい．それゆえこの構想は，実質的には，従来から

の東京都心部へのr一極依存型構造」そのものを是正していこうとする構

想ではなく，むしろ逆に，新たな次元での拡大・再編を進めることを積極

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22）
的に是認していくような構想になっていると評すぺきものであった・しか

しこの『首都改造計画』が発表された1985年当時の新聞誌上では，上記

のような実質的意味に注目した論評は皆無に等しい．唯一の例外は，東京

都政に関する専門情報紙である『都政新報』の紙上に掲載された論評「『東

京の時代』の都市づくり一国土庁『首都改造計画』のネラィー」（1985
　　　　　23）
年6月14日付）であった．この論評は，当時としては『首都改造計画』

の核心部分を最も的確にとらえたものとして特筆に値する．以下にそのコ

メントの要点を紹介しておこう．同論評では，次のように述ぺられている・

一「昭和37年の第一次全国総合開発計画以来，これまでの国土政策は，

『国土の均衡ある発展』を旗印に，大都市に集中し過ぎた人口，産業の地

方分散を基調としていた．そこでは，東京は過密，公害の象徴として否定

的にとらえられてきたが，今回の首都改造計画の特徴は東京の姿を肯定的

にとらえていること，さらに言えば，国の計画として初めて画一的な地方

分散論を否定し，東京圏の先導的な役割を認めた点で画期的なものといえ

よう．国の側の東京に対する見方は，このようにはっきりと変わってきた

　　　　　（中略）……．こうした中で，特に考えなければならないのは，

国際的な意味での中枢管理機能の問題だろう，具体例をあげれば，国際金

融センター，テレポート，FCC（ファッション・コミュニティ・センター）

’といったプ・ジェクトである．国際会議揚，国際見本市会場なども当然こ

の中に含まれる．ニューヨーク，パリ，．・ンドンなど世界の主要都市と肩
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を並べていくためには，こうした施設はやはり東京に立地することが望ま

しい。首都改造計画でも，国際的な中枢機能は東京都心部に置くべきだと，

はっきりうたっている。」

　実際，現行の『首都改造計画』では，その前文や，基本理念，基本方針

などで述ぺられていることよりも，r第3部　主要整備構想」やr第5部

地域別整備構想」などのなかでr東京中心部」に関連してサラリと述ぺら

れている一文の方がはるかに重要な実質的意味をもっている．たとえば

r第3部　主要整備構想」のr2　東京中心部の整備」の箇所では，r東京中

心部は，都心3区を中心として，．首都として備える必要性の高い政治・行

政的諸機能あるいは国際的，国内的中枢機能を担うとともに，大都市中心

部への立地の必要性の高い金融・情報系を中心とする経済的中枢機能，文

化的中枢機能を担い，また，既存の諸機能についても，今後進むであろう

高度情報化，国際化に対応した高次の意思決定部門に特化した機能を担っ

ていくことになるが，今後，これらの機能が十分に発揮されるための諸条

件整備を図る必要がある．この揚合，その他の諸機能の立地については，

業務核都市等への立地・誘導を図り，東京中心部における良好な業務空間，

　　　　　　　　　　　　　　　　　24）
居住空間の創出を図る．」（下線は，寺西による）と述べられている．

　みられるとおり，ここでは，東京都心部（『首都改造計画』ではr東京

中心部」と表現されている）においては，①首都機能，②東京都心部での

立地の必要性が高いとされる高次レベルの国内的な経済的中枢管理機能，

③1980年代以降新たに集中化が進みつつある国際的な中枢管理機能，な

どのより高次な中枢管理機能を一層強化していくと明示的に書かれている．

他方，rその他の諸機能（中・低次レベルの都市機能）については，r東京

中心部における良好な業務空間」を創出していくために周辺部に押し出し

ていくという形での再編構想が具体的に打ち出されている．これは明らか

に，東京都心部への高次な業務機能の集積という現状そのものを肯定し，
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さらにその質的強化を図っていくという新たな集中化の是認構想である。

そして，こうした東京都心部での業務機能集積の新たな次元での質的強化

と集中化をまさに正当化するものとして登揚してきたのが・東京のr世界

的中枢都市」としての積極的位置づけとそれにもとづく新しい都市ビジョ

ンであったといってよかろう．

　その後，以上のような1985年段階での『首都改造計画』にみる首都・

東京（とくにその都心部）に対する新たな位置づけは・四全総の具体的な

策定作業を通じて次第により明確な姿をとり，この新しい国土計画におい

ても前面に押し出されてくることになる。1986年3月，一旦，四全総基

本構想に関する国土庁試案が固まったが，これについては，当時の中曾根

首相による異例の指示によってr国土政策懇談会」が新たに設置され，そ

こで基本的な練り直しが行なわれた・そしてその練り直しを受けて，同年

12月に発表されたのが国土審議会計画部会による報告書（『第四次全国総

合開発計画調査審議経過報告』）であった。その報告書では，以下のよう

　　　　　　25）
に述べられている．

r我が国経済は，国際的相互依存関係を強めつつ世界の経済活動の約1割

を占めるに至り，我が国の国際社会における地位と役割は大きなものとな

っている．このため，我が国は従来にも増して国際社会との調和やその発

展への貢献を図っていくことが不可欠であり，今後本格的な国際化の時代

を迎え，世界に開かれ，世界とともに歩む国土づくりを進めることが強く

求められている．……特に東京は，環太平洋地域の拠点という地理的位置

からも，世界の中枢的都市の1つとして，国際金融，情報機能の巨大な集

積が予想され，世界的な交流の場としての役割が増大する・このような役

割にふさわしい業務，居住環境を整備することは，21世紀へ向けての国

土政策上の重要な課題である．」（下線は，寺西による）・

　しかし上記の報告書は，その段階ではすで．に誰の目にも明白となってき
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た国内的な「東京一極集中型経済構造」を国土政策的に追認するだけでな

く，さらに一層助長するものになっているとしで，各方面から厳しい批判

を受けることになった．たとえぱ『都政新報』は，r四全総の部会報告で

は東京を『世界都市』と位置づけた上で，東京の果たす役割をいままで以

上に重視した点が大きな特徴となっている．……現在の三全総は『国土の

均衡ある発展』をうたい，都市への集中排除をねらっているが，部会報告

は現実に業務機能などが東京に集中している実態を追認，その上での対策

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　26）
に終始しているのが特徴だ．』とする論評記事を掲げた．また，とくに大

阪圏，名古屋圏を含む地方圏からは，上記の部会報告は「東京偏重主義」

の国土政策を示したものだとして，大きな政治的反発も巻き起こった．そ

のため，それから半年後の翌1987年6月の段階で最終的に閣議決定され

ることになった現在の四全総では，上記にみる下線部分の叙述に関しては．

以下のように修正が加えられている．r……このような中で，地方中枢・

中核都市をはじめとして全国各地域がそれぞれの特性を生かした国際交流

機能を分担することにより，地域の活性化を図るとともに国際社会と共存

する地域社会を築くことが必要となる．特に，東京圏は，環太平洋地域の

拠点として，また世界の中枢的都市の1つとして，国際金融，国際情報を

はじめとして，世界的規模，水準の都市機能（世界都市機能）の大きな集

積が予想され，世界的な交流の揚としての役割が増大する．しかし，首都

機能に加え，このような都市機能が東京圏だけに集中すれば，東京圏の過

密が一層進むだけでなく，大規模地震等非常時において東京圏の機能が麻

痺した揚合，全国的にも大きな混乱を引き起こすおそれがある． 世界都市

機能が常時円滑に機能するよう，東京圏の地域構造の改編を進めるととも

に，既存の集積を生かして関西圏，名古屋圏等において日本を代表する特

色ある世界都市機能を分担することが重要である．」（下線は，寺西によ
27）

る）しかしこうした修正は，いわば地方圏からの反発に対する政治的な配
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慮として付け加えられたにすぎず，東京を「世界的中枢都市」として積極

的に位置づけていくという部会報告の基本線自体は，四全総の主軸として

そのまま追認されたといってよい．

　一方，以上のような国土計画上での東京の新たな位置づけの動きに呼応

して，当該の都市自治体である東京都も，すでに述ぺた『首都改造計画』

が発表された1985年の秋から，自らの行政計画の基本的な改定作業に着

手し始めている．すなわち1985年11月末，鈴木都知事は，r東京都長期

計画懇談会（第2次）」（座長：稲葉秀三・産業研究所理事長）を再発足さ

せ，わずか3年前の1982年12月に策定したぱかりの『第一次東京都長期

計画』（1981年《・1990年までの10力年計画として策定されたもの）を改

定すべく，本格的に動き出すこととなった．このr東京都長期計画懇談会

（第2次）」は翌1986年6月末にr中間のまとめ」を発表，さらにその4カ

月後の同年10月末には最終報告書の答申を出した．そしてそれにもとづ

く『第二次東京都長期計画』（1986年～1995年までの10力年計画）が同

年11月末に正式に策定されている．こうした東京都レベルでの基本的な

行政計画の慌ただしい改定作業の動きも，すでに述べたように，1980年代

中葉以降に登場してきた東京のr世界的中枢都市」としての新たな位置づ

けの高まりに対して，都市自治体としての積極的な政策対応を図っていこ

うとするものであった．

　かくしてやや性急な日程のなかで改定が行なわれた『第二次東京都長期

計画』の内容を，『第一次東京都長期計画』との対比でみると，次に述べ

るような2つの点での重要な特徴を見い出すことができる。その第1は，

r技術革新，情報化への積極的対応」r国際化への的確な対応」という政策

課題が東京都レベルでの基本的な都市政策課題の前面へと大きく押し出さ

れてきたことである．たとえばそこでは，r情報化とあいまってすすむ国

際化にも対応して，東京の有する国内外の情報結節点としての役割をさら
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に高めるため，国際情報都市としての機能を備え，世界に向けての情報発

信力を高めていくこと」，あるいはまた，r国際化の進展に呼応して，東京

を名実ともに世界をリードする魅力ある国際都市としていくこと」，とい

った政策課題がとくに重要な位置づけを与えられる形となっている．そし

て第2は，そうした政策課題に応えていくために，『第二次東京都長期計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28）
画』における主軸として東京臨海部での大規模副都心開発が最重点プ・ジ

ェクトの1つとして急浮上してきたことである．同計画では，r都心にお

いては，国際化，情報化に対応した機能をより高めるとともに，臨海部で

は，高度な情報機能や国際交流機能を備え，海辺の環境をいかした未来型

都市として，新しい副都心を育成していく必要がある」とされ，そうした

臨海部副都心の開発によって，「21世紀において，東京は，1，200万人を超

える人々が暮らす大都市，世代をこえてふれあいとささえあいに満ちた活

気ある都市，豊かな緑とうるおいのある水辺の溶け合う快適な都市，そし

て，内外の情報結節点，世界経済の一大拠点としての機能を担いながら職

と住の均衡のとれた都市として，一層の発展をとげていく．これこそ，名

実ともに世界をリードする魅力ある国際都市，すなわち世界都市としての

東京の姿である」と述べられている．まさにバラ色のr世界的中枢都市」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29）
東京の都市ビジ日ンがここに高らかに打ち出されているといってよい．

　では，以上にみてきたような，いわばビジ。ンとしての「世界的中枢都

市」東京論に対応する実態としての現実動向は一体どのようなものであっ

たのか．次にその点についても簡単に触れておきたい．

　すでに述ぺたように，この点でとくに注目される1980年代以降の現実

動向とは，一言でいえば，東京の都市経済の「国際化」「金融化」「情報化」

（＝r国際金融都市化」＋r国際的ビジネス情報都市化」）が急速に進展し

てきたということであるが，こうした実態面からみたプ・セスHの進展は，

従来までの東京の都市経済に対して，次のような新しい“変容”と“位置

　　　　　　　　　　　　　　185
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図4　わが国の海外直接投資の歴史的推移

　　　　　　　（地域別直接投資の推移）
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　　　（出所）　注30）文献，22ぺ一ジより。

づけ”を客観的にもたらすことになった点を確認しておくことがとりわけ

重要であろう．

　第1は，1980年代に入って顕著になってきたr企業経済の本格的国際

化」（Globalization　of　Bus1ness）の進展を背景にして，東京が，一国の

枠を大きく越えたワールドワィドな経営戦略（投資・立地戦略）を展開す

る多国籍企業群（TNCs：Transnational　Corporatio丑s）のグ・一バルな国

際的ビッグビジネスのヒエラルヒー的ネットワークにおける重要な結節点
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表1わが国の業種別海外直接投資の内訳と歴史的推移 （ηt位：百万ドル）

1951～70 71～75 76～80 81解85 86～88

件数 金額 件数　　金額 件数 金額　　件数 金額 件数　　金額

　
料
維
プ
学
鉄
械
機
機
他

　
　
ル
　
　
　
　
　
計

　
　
コ
ヤ

　
　
リ
ト
　
送
の

　
　
　
　
ヲ

業
　
　
材
　
・
　
　
　
小

造
食
繊
木
化
鉄
機
電
輸
そ

製

　91
242

　41
165

　95
135
206

　40
279

13294

51
189
212
50
138
68
73
87
61

928

262
398

　197
302
279
323
442

　94
532

2，829

237
827
298
725
644
332
450
273
325

4ン109

336
261

　115
329
557
396
511

　100
485

3ρ90

298
621
249

iβ52
1，839

495
1，057

619
508

7，536

399
274
156
477
348
502
613
227
655

3，651

　505
　445
　362
1，356

2，571

1，077
27166

2，393

　947
11，825

401　　　874
285　　　　586

　154　　　　978
417　　　　2，558

415　　　　2，481

587　　　　2，745
850　　　　6，449　　　　凌

371　3，582庫
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4・307　25・443廿

　
業
業
業
業
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険
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業
業
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産
　
　
保
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蒙
設
聾
輸
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．

製
農
漁
鉱
建
商
金
サ
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不
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非
一
Q
o
V
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189

　25
1，072
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36
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49
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2，357

248
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1，022

　160
　105
3，058

　76
1，825
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871

316

　172
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256

3，139
158
565
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394

　171
3，207
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3，202

1，127

920

2，965

251
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289
312

3，728

431
1，035

2，188

516
231

　171
　141
4，683
401

7，269

8ン433

3，292

5，902

2ン533

1ン491

　179　　　　274　　舞
　134　　　190　暴
・77名・93講

　179　　　646　醜
2，552　7，334　こ
897　31，017

1，393　8，072
1ン312　　　　6ン442

2，478　18，066
　39　　　1，429

　　　　　　　　伊

張
産

計
拡
計

置
動

小
設

店
合

支
不

2，012
371

　56
3，733

2，249

356

　44
3，577

4，966
277

1，201

9，273

7，502

　547
　208
12量365

6，305

　266
1，281

10，942

12，270　　　　　9，135

　405　　　　195

　344
20，554　　　　12，981

34，318

1，009

47，151

9，340　　　　75，663

　209　　　　　1，602

13，856　　　　102，706

（大蔵省r財政金融統計月報』より作成）

（出所）図4に同じ．20ベージより。
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としての位置づけを大きく高めてきたことである．とくにこの点では，東

京は日本，アジア・環太平洋地域におけるビジネス拠点としての戦略的重

要性をもつ都市としての位置づけを高めてきたといえる．以上のような点

と係わる若干の重要な現実動向を改めて確認しておくと，まず図4からは，

日本企業の海外直接投資が1980年代以降かつてない急増ぶりを示してき

たことが分かる．表1は，その内訳を，①1951年～1970年，②1971年～

～1975年，③1976年～1980年，④1981年～1985年，⑤1986年～1988年，

という5つの期間区分にもとづいて，業種別の海外直接投資の推移として

明らかにしたものである．1980年代，とりわけ1985年9月のプラザ合意

後の1980年代後半以降は，それ以前と比較して，（1）直接投資の大型化（直

接投資1件当たりの投資規模の増大），（2隈造業部門のウェートの低下と

金融・保険，不動産業のシェア増大，（3）先進国向け直接投資の増大，（41M

＆A型投資の増大，樹貿易摩擦回避型直接投資の増大，などが新しい特徴
　　　　　30）
点となっている．また図5では，以上のような海外直接投資の急増に伴っ

て，従来の日本企業が，東京を拠点にした形でのグ・一バルな経営戦略に

本格的に乗り出してきていることが示されている．他方・表2からは，

1980年代以降，外資系企業の東京都心部進出の動きも，新たに活発化して

きたことが分かる。

　第βは，1980年代以降の世界経済におけるもう1つの新たな動向であ

る「金融の国際化」（Globalization　of　Finance）の進展を背景にして，東

京が，世界の「マネー経済」の結節点，言い換えれぱ国際的金融資本の擬

制的な資本蓄積活動のための主要舞台の1つとしての位置づけを高めてき

たことである．とくにこの点では，東京は，・ンドン，ニューヨークとい

う主要な世界の「国際金融センター」と並び，それらと結びついたグ・一

バル・ファイナンスのr24時間稼動三極ネットワーク構造」のなかに深く

組み込まれるようになってきた，ということがきわめて重要な意味をもっ

　　　　　　　　　　　　　　188



“世界都市”と“東京問題”

図5　企業の経営戦略にみるグローバル化の現況
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①　輸出や輸入業務を行っている。

②　海外特許等の利用を行っている．

③　海外箏務所を設けている（主として情報収集のため）

④　海外に工場を設けている，’

⑤　海外に営業拠、点を設けている．

⑥　海外企業との栗務提携がある．

⑦海外での起債等資金調達の国際化を図っている．

⑧海外で余資を積極的に運用している（海外不動産取得を含む）．

⑨　企菜内でグローバル戦略を明確に位置づけている．

⑩海外企菜を買収した経験がある・

⑭　海外金融子会社を設けている．

⑫独自の海外情報ネットワークを構築している。

⑬外国人スタッフの雇用がすすんでいる．

⑭企業の意思決定を世界戦略ぺ一スに実施している。

注）これは・東京圏に本社を立地する国内の上場企業1－050社・および東京圏に事務所を立地する外資

　系企棄（外資比率50％以上，資本金5，000万円以上）600社を対象にして，1988年末にに行なわれ

　たアンケート調査の回答にもとづくものである．

（資料出所）長銀経営研究所『東京の世界都市化と地域の活性化研究会報告書』1989年3月，71ペー

　ジより。
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表2　外資系企業の本社立地状況
（昭和61年6月末現在）

東　京23区　計 都　心　3　区

合計

設立年次

合計

設　立　年　次

～　50～54～59年
9年53年58年一

23区に～　50～54～59年
発49年53年58年一

計
業
業
業
業
他

　
　
　
　
ス

　
造
　
融
ピ
の

　
　
　
　
一

合
製
商
金
サ
そ

989

419

316

142

93

19

506

271

142

52

30

11

124

40

56

17

　8

　3

210

68

80

31

27

　4

149

40

38

42

28

　1

775

313

240

134

69

19

78．4％

74．7

75．9

94．4

74．2

100．0

387

198

108

50

20

11

8
Q
〆
4
6
6
3

9
2
4
1

165

53

61

26

21

　4

125

33

27

42

22

　1

資料：外資系企業総覧S7年版〔東洋経済新報社）
注）外資系企業とは．資本金5，000万円以上で，かつ外資の比率が50％以上の企業・ただし，株式公

開企粟や大企業は外資比率20％以上も含む．
（出所）総合研究開発機構『東京都心部におけるオフィス・スペースの需要動向』（NIRA研究叢書，

No．880001）1988年6月，17ページより・

表3　世界の主要資本市場の比較（1984年，1987年）

債券取引所 東京　一ユ　　　　ヨーク
イギリ　フランク
ス　　　フノレト

　　　アムステパ　 リ
　　　ルダム

チュー
リッヒ

株19S4644，4121，529，459236・32171・88741・059

式19872，726，3692，132，158685，226192，152155，578

35，堺26　　4G，065

87，105129，706

（ドル換債1984　371・0701，Q21・791240・910166・455128，393　55・124　57・197

算；百万券19871，051，5111，622，00052g，41gN，A。365，66212g，52S157，g5g

時価総額

ドル）

　19841，015，娼22，551，250477，231238，342169，45290，55097・262
計
　19873，777，8803，754，1581，214，645　　521，240216・633287・665

場上
数

式
社

株
会

内1984
国1987

1，444　1，490　2，171　207

1，532　1，577　2，061　234

504

481

263

226

121

166

外1984
国1987 1

8
1
8

53　　　　　582　　　　174

67　　　　　597　　　　208

179

190

300

227

175

213

注）　株式・債券には内国債・外国債を含む

資料；「証券」東京証券取引所　1985年11月号，1988年11月号

（出所）　図5に同じ・66ぺ一ジより。
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表4世界のオフシ日アセンターの規模等

国名
項目

成 山ヱ

市揚規模 参加金融機関

日 本1986年12月 2，989｛意ドノレ

　（87年7月末）
　
　
　
　

　
　
　
末

行
行
行
月

　
ド
の
イ
ア

n
7
1
8
年

　
　
ヨ
　
ア

銀
銀
計
⑱

邦
外

アメ　リカ　　1981年12月 3，033億ドノレ

　（87年4月末）
　
　
　
　
　

行
行
行
行
明

く
り
　
　
む
　

　
ユ
　
　
ロ

ー
3
　
5
年

　
じ
　
こ
　
ニ
　
さ

銀
銀
他
計
⑱

米
外
の

　
　
そ

イ　ギ　リス　　1950年代末 8，415億ドル
　（86年12月末）

　
　
　
　
　

行
行
行
行
胡

　
の
ヨ
　
よ

　
く
サ
　
イ

2
3
　
6
年

し
　
　
　
　
じ
　
こ
　
さ

銀
銀
他
計
侶

英
外
の

　
　
そ

（参考）

香　　　港

1972－73年頃 2，236f意ドノレ

　（86年1月末）
　
　
　
　

行
行
行
明

さ
ロ
の
ヨ
　

ヨ
の
　
ロ

　
ー
－
年

　
ロ
　
ニ
さ

場
銀
計
⑱

地
外

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（大蔵省調べ）
資料3財団法人　国際金融情報センターr東京金融資本市場の現状と展望』
（出所）　図5に同じ．67ぺ一ジより・

表5東京23区およぴ都心3区にみるオフィス数，オフィス従業者数の推移

50年　　53年 56年 61年

京
区

東
2
3
計

オ　フ　イ　ス　数

オフィス従業者数

150，472　　　　　170，837

2，921千人　3，052

185，759　193，245

　3，303　　3，561

都
心
3
区

オ　フ　イ　ス　数

オフィス従業者数

52，724件　　61，645　　67，536　　72，780

1，432千人　　1，488　　1，553　　1，693

区
る
ト

23

イ

京
占
工

東
に
ウ

オフイス数33，0％
オフィス従業者数　49．0％

36．1

48．7

36．4

47．0

37．7

47．5

年平均
増加率

オ　フイス　数
オフィス従業者数

（53／50）

　5．3

　1．3

（56／53）

　3．1

　1。4

）65
5
　
7

／
L
L

16（

資料：事業所統計調査（東京都）

注）オフイスとは事業所統計調査によるr事業所＋営業所」

（出所）表2に同じ，14ぺ一ジより。
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図6　東京都心3区にみる新築ビル入居者の業種構成の変化
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（オフィスピルテナント入居実態調査）

（出所）　表2に同じ．18ぺ一ジより．

ている．この点に関する重要な現実動向としては，たとえば表3に示され

ているように，1980年の外為法改正による資本取引の原則的自由化以降，

東京の長期金融市場がかつてなく急成長してきたこと，また表4にみるよ

うに，1986年12月の東京オフショア市揚の創設によって短期国際金融取

引も急速な増大を示してきたこと，などを挙げておくことができるであろ

う．

　第3は，上記のような東京経済の新たな“変容”と“位置づけ”を反映

して，東京が，それに伴うr国際的レベルでの経済的中枢管理機能」とそ

れと係わる「国際的ピジネス情報の受発信機能」，およぴそれらを周辺的
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に支える各種のr対ビジネスサービス機能」，等の一大集積都市となって

きたことである．この点に関しても，たとえば表5にみるように，東京23

区内では，1980年代を通じてそうしたサービス機能の集積と係わりが深い

オフィスやオフィス従業者数が着実な増大を示してきたことが確認される．

また図6にみるように，とくに東京都心3区では，外資系を含む銀行・保

険・証券などの金融業，および情報処理サービスなどの対事業所サービス

業部門の新規オフィス立地が劇的に増加していることが確認されよう．

　以上，要するに，1980年代中葉以降における東京の「世界的中枢都市」

への新展開というプロセスHは，いわぱビジョンとしての展開と実態とし

ての展開という2つの側面をもち，その両者が相互に絡み合いながら進展

してきたものであったということができよう．

17）経済企画庁編『2000年の日本一国際化，高齢化，成熟化に備えて』1982

年7月，参照。これは，前節で触れた三全総フォ・一アップ作業の開始とまさ

　に時を同じくして上記の審議会の総合部会のもとに設置されたワーキング・グ

　ループ＝r長期展望委員会」（委員長・大来佐武郎）の審議結果をまとめたも

　のである．

18）拙稿〔4〕，参照．

19）　国土庁大都市圏整備局監修r首都改造計画一多核型連合都市圏の構築に

向けて一』首都圏整備協会，1985年7月，参照・なお，ここで打ち出された

構想は，翌年（1986年）6月に策定されたr第四次首都圏基本計画』（1986年

　から15年間の計画）にそのまま盛り込まれ，さらにその翌年（1987年6月）

　に閣議決定をみた四全総の基軸に据えられている・

20）　ここでのr東京大都市圏」とは，r東京圏」（東京都〈除島しょ地域＞，埼玉

県，千葉県，神奈川県）と茨城県南部（土浦市，古河市，石岡市，竜ケ崎市，

下妻市，水海道市，取手市，岩井市・筑波郡，稲敷郡，新治郡，結城郡，猿島

郡，北相馬郡）（ただし筑波郡以下は1985年当時．その後，つくば市が誕生し

　ている・）とを合わせた地域を指す・これは，r首都圏整備法」におけるr首都

　圏」（上記以外に栃木県，群馬県，山梨県の一部まで含む）よりやや狭い範域
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　である．

21）こうした建前は，①r都市としての永遠性を求める」②r国際中心都市を

　目指す」③r国土の均衡ある発展を主導する」④r豊かな都市文化を創造す

　る」，という4っの基本理念とともに，次のような文面で示されている．「これ

　までの東京都心部への一極依存型構造にかわって分化を基調とした，複数の核

　と圏域を有する多核多圏域型の地域構造を形成し，これを基調として，東京大

　都市圏を連合都市圏として再構築することを改造の基本方針とする。」注19）

　前出文献，25～27ぺ一ジ，およぴ45ぺ一ジ，参照。

22）　この点の評価については，とくに拙稿〔3〕〔7〕〔21〕などを参照，

23）　この論評は，森野美徳氏（当時，日本経済新聞記者）によるものである，

24）注19）前出文献，65ぺ一ジ．

25）　国土審議会計画部会報告書，r第1章　計画策定の視点」・参照・

26）r都政新報』（都政新報社）1986年12月5日付，参照．

27）　国土庁編『第四次全国総合開発計画』1987年7月・4’》5ぺ一ジ・

28）　この東京臨海部副都心開発の具体的なプ・ジニクトについて批判的に検討

　したものとして，とくに拙稿〔28〕を参照・

29）拙稿〔12〕171ぺ一ジ，参照．なお，この『第二次東京都長期計画』にみる

　r世界的中枢都市」東京という積極的な都市ビジョンの提唱は，それから3年

　後の1990年11月に再び改定されたr第三次東京都長期計画』（1991年’》2000

年までの10力年計画）では明らかに後景に退き，むしろ1980年代の「東京経

済の新展開」に伴って深刻化してきた各種の矛眉に対応しようとする政策課題

　の方が前景に押し出されてきている，・

30）　日本総合研究所『海外直接投資の増大が国際的な産業・貿易構造等に及ぽ

　す影響調査報告書』1990年3月，「第2章　最近の海外直接投資の動向と特徴」

　17－22ぺ一ジ，参照．

（4）

　以上では，東京の都市経済にみる実体面での変容過程をr東京経済の新

展開」としてとらえ，それが，①「東京一極集中型経済構造」の強まり，
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②東京の「世界的中枢都市」への新展開，という‘‘2つのプロセスの重な

り”として現われてきた具体的な経緯と背景について述べたが，1980年代

の後半以降になると，そうした新動向を東京のr世界都市」化のプ・セス

にとして把握する視点に立ったr世界都市・東京」論がわが国の都市研究

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　31）
者や各種の研究機関の間でも展開されるようになってきた．この背景には，

1980年代以降，欧米で注目され始めてきた新たな都市研究の潮流，すなわ

ちr世界的視角」からの都市研究の隆盛という新しい動向がある．

　そこで次に，そうした新しい都市研究動向の意義にも触れながら，r世

界都市」化のプロセスとしてみた場合の東京の特質とそこでの矛盾の構造

を一体どのようにとらえたらよいかをめぐって，若干の考察を行っておこ

う．

　さて，上述したような「世界的視角」からの都市研究の潮流を逸速くわ

が国に紹介しつつ，1980年代以降にみるr東京経済の新展開」をr世界都

市」化のプ・セスとして把握するという独自な視点を打ち出し，様々な刺

激的問題提起を精力的に行なってきた論者としては，都市社会学の町村敬
32）　　　　　　　　　　　　　33）

志と都市政治学の加茂利男の2人を代表として挙げることができるであろ

う．

　たとえば町村は，1986年の論文「現代大都市の構造的変容一『世界都

市』化のインパクトー」のなかで，以下のように述べている．r80年代

の先進資本主義大都市をめぐる基調は，……『都市の再活性化』『アーバ

ン・ルネサンス』など，表現はいろいろだ」が，rそこに共通するのは，

産業構造の変化，情報化，国際化に対応する受け皿として，都市を積極的

に改造していこうという意図である」．「各国・各都市の事情により，以上

の動向には部分的にかなりの差がある」が，r全体としてみたばあい，共

通の潮流をよみとるのはそれほど困難ではない。経済や政治の領域におけ

る，国家という枠をこえた各都市の連動は，先進資本主義国の大都市が迎
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えつつあるぴとつの共通の段階を浮き彫りにしている．また逆に，間題発

生の形態にみられる国家間・都市間の相違を説明する揚合にも，それぞれ

が世界社会において占める歴史的位置や役割，相互関係という側面からの

理解が欠かせなくなっている．言いかえると，現代大都市の社会構造や社

会過程の中には，世界あるいは地域規模の構造や過程を要因として導入し

なけれぱ，十分に説明できない部分が増加している」．すなわち，「グ・一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　34）
バルな観点からの大都市論が市民権を得つっある」，と．

　また加茂も，同じく1986年の論文r転換期の世界都市」のなかで，次

のように述ぺている．「『都市の衰退』（urban　decline）は，1970年代の世

界的な大テーマであった．事実，人口や雇用の都市流出という『反都市

化』（counter　urbanization）の傾向は，英米からはじまって次第にヨー・

ッパの多くの国に広がっており，産業革命以来の都市化の流れに転換が起

こっているのではないか，という見方はかんたんに否定できない．しかし

1980年代に入ると，先進諸国の大都市は単純に『衰退』しているのではな

く，他面で急激な構造変化をも示していることが注目されはじめた．石油

ショック以降の経済の『ソフト化』や『脱工業化』が都市の構造や機能を

大きく変化させていることがわかってきたのである・したがって人口や雇

用の量的な減少に注目して都市の『衰退』を論じるだけでは十分でなく，

むしろ都市の構造転換（transformation，restructuring）をどう考えるか，

が新しい論点となってきた．……こうした変化は国際分業体制の再編成を

　　　　　　　　35）
背景に起こって」いる，と．

　以上の引用にみるように，町村，加茂の両氏が共通して指摘しているこ

とは，①1980年代以降における先進資本主義国の大都市は，明かに1970

年代とは異なった変容過程を示しつつあること，②その変容過程は，国際

的な連動性をもった新たな過程であり，そこではr世界的視角」からの分

析が求められていること，の2点である。町村は，そこに「グローバルな

　　　　　　　　　　　　　　196



‘‘

界都市”と“東京間題”

観点からの大都市論」が必要になっていると指摘し，加茂は・r国際分業

体制の再編成を背景」としたr都市の構造転換」をどう考えるかという新

しい論点に応えることが必要になっていると指摘している・そしてこの両

者が，1980年代以降における先進資本主義国の大都市にみる変容過程の

意味を解き明かす新たな理論的枠組として，共に注目したのが・いわゆる

「世界都市（World　City）」（あるいは「グローバノレ都市（Global　City）」）

仮説であった．

　では，このr世界都市」仮説とは一体どのようなものか、この点で，町

村や加茂がとくに注目したのは，次のようなジョン・フリードマン（John

　　　　　　　　ヨの
Friedmann）等の論文である。ジョン・フリードマンは，ネオ・マルクス

主義の立揚にたつ都市地理学者であるが，“Pθ幅oρ膨窺㈱4cん伽9θ”

（Vo1．17，No．1）に掲載した論文のなかで，以下のように論じている，す

なわちr世界都市仮説」とは，グ・一バルな市場システムの発展のなかで

成立する「新しい国際分業の空間編成」に係わる仮説であって，「国民経

済的枠組の限界がますます明らかになっている経済」（グ・一バル・エコ

ノミー）のもとで必要となっている「都市研究のための1つの枠組」とし

て提示されるものである．そして，この枠組のなかで成立する「世界都

市」とば，①資本主義の世界システムに統合され1国際分業のなかで都市

機能が形づくられる都市，②グローバノレな資本による生産と市揚の結節的

なr拠点」として機能し，国際的な空間的ヒエラルヒーのなかに位置づけ

られる都市，③その都市成長の主要な推進力が，巨大法人の本社機能・国

際金融，世界的輸送と情報・通信，そして広告・会計・保険・法律等の高

次な対事業所サービス機能などの部門によって担われる都市，④外国資本

を含む国際的な資本が集中・集積する都市，⑤国内・国外からの移住者が

集中する都市，⑥国際的な広がりをもった空間的・階級的な対立と分極化

の焦点となる都市，⑦国家の財政力を超える社会的コストを生み出す都市・
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という7つの側面から特徴づけられるものである，と．町村や加茂は，こ

うしたフリードマンの議論を踏まえて，それぞれ，r資本主義的世界経済

の中へと強く統合され，その分業体系の中で割り当てられたグ・一バルな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　37）
機能が社会的空間的構造を基本的に条件づけている都市」，あるいはr多

国箱企業の出現によって，世界経済が，ひとつのシステムのように結びっ

き，その結びつきの結節点に（位置して），一国の枠を越えたコント・一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　38）
ルセンターの役割を果たす都市，・・…・つまり，国際的な中枢管理機能都市」

（括弧内は寺西による補足）という形で「世界都市」についての規定を与

え，この観点から，1980年代以降の東京の揚合のr世界都市」化のプ・セ

スにみる特質を明らかにしようとした．そこで，以下では，この2人の議

論を中心に検討しておくことにしよう．

　31）　たとえば，総合研究開発機構r世界都市東京の創造』1989年3月，井上純

　一・加藤哲郎・鈴木浩・橋本和孝・三井逸友・吉原直樹著『東京／世界都市化

　の構図』青木書店，1990年10月，など．

　32）　同氏による関連論稿としては，以下のものがある．

　①　r現代大都市の構造的変容」庄司興吉編『世界社会の構造と動態一新し

　　い社会科学をめざして一』法政大学出版局，19S6年（第4章，所収）．

　②　r日本企業の多国籍化とその地域的インパクトーグ・一バルな構造再編

　　と世界都市形成一」r社会科学ジャーナル』（筑波大学）第14号，1989年

　　3月．

　③　r世界都市＝東京論を考える」r月刊東京』（東京自治問題研究所）1989年

　　5月号．

　④　r〈対談〉r世界都市・東京』の条件は何か」r都政新報』1989年4月25日

　　付．

　⑤r都市構造再編連合の形成と展開一『世界都市』化の政治的基盤一」

　　r社会科学ジャーナル』（筑波大学）第15号，1990年3月．

　33）　同氏による関連論稿としては，以下のものがある．

　①　r転換期の世界都市」柴田徳衛編『21世紀への大都市像』東京大学出版会，

　　1986年12月（第1章，所収）．
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②r世界都市の政治学・試論」r法学雑誌』（大阪市立大学）第34巻，第3，4号・

③rr世・界都市』の時代」加茂利男著『都市の政治学』自治体研究社，1988年

　（IVの1，所収）。

④rr世界都市』の政治学」同上書（IVの2，所収）．

⑤　r世界都市時代の日本」加茂利男著r二つの世紀のはざまで一国境を超

　える体制変革一』自治体研究社，1990年（Hの5，所収）．

⑥　r東京一極集中とジャパン・プロブレム」同上書（Hの6，、所収）。

34）町村，注32）前出①，88ぺ一ジ、

35）加茂，注33）前出①，21ぺ一ジ．

36）Friedmann，J．and　G。wol丘（1982）， ‘World　City　Fomation：An　Ag一

enda　for　Research　and　Ac七ion”，1鋭β甥α⑳照」／0麗翅αJ　o∫Uめ㈱　㈱4　Rθ8一

∫。鰯Rθ56α励，v・1．6，N・．3，PP．309－344．およぴ，Friedmann，J・（1986）・

“The　World　City　Hypothesis”，D鰯o仰傭㈱4C伽887Vo1．17，No，1．

pp。69－83．

なお以上のJ．フリードマンの論文と関連して，以下の文献も注目されている。

①Twentieth　Cent皿y　Fund，N脚Yoγた一昭・7」4α’ッ，1980・②R　B・Cohen，

　“The　New　International　Division　of　Labor，Multinational　Corporations

　and　uban　Hierarchy”，M．Dear　and　A。J・Scott　edsりu拍㈱∫ε観oπ㈱4

　Uδ㈱PJα溺2加8初Cαが如κ5∫50‘づ8妙，1981，③S．Sassen－Koob，“The　New

　Labor　Demand　in　Global　Cities”，M．P．Smith（ed。），α漉s魏丁瓶η頭oy一

瓢加％，1984．④Chase－Dum，C．，“The　System　of　World　Cities，A・D・800－

1975”，M，Timberlakeed．，U吻轍伽伽’hβ羅・γ」4E・・％吻，1985・⑤Ri－

mmer，P．」．（1986），“Japan’sw・rldcities，TQky・・osaka・Nag・ya・rT伊

　kaido　Megalopolis⊇”，P8uβ♂oρ翅θ擢㈱4C加π88，VoL17，No．1，pp．69－83．

⑥M。P．smith＆J。R　Feagin（eds・），Th8cαρ伽」∫5ごc吻・1987・⑦s・sa響

ssen，“NewTrendintheS・ci・spatialOrganizati・n・ftheNewYQrkCity

Ec・n・my”，R．A．Beauregard（ed・），E・・π・隅∫・R8蜘・’傭8㈱4P・」惚’

　R85Po”ε8，1989・など・

37）町村，注32）前出①，95ページ。

38）加茂，注33）前出③，178ページ・
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（5）

　まず前述の2人の議論は，共にジョン・フリードマン等による論文への

注目から出発しているため，かなり共通する部分も多いが，少し詳細にみ

ていくと，とくに東京のr世界都市」化の特質論に関する部分では，問題

の基本的なとらえ方に重要な違いも見受けられるといってよい．

　最初に町村によるとらえ方から検討しよう．

　町村は，1989年の論文r世界都市＝東京論を考える」のなかで，前述の

r世界都市」の規定をさらに深めて，以下のように論じている．r世界都市

とは一体何か・基本的には，これは定義の問題ということになってしまう

わけだが，もっとも一般的にいえぱ，次のような条件を備えた都市という

ことになるだろう．（1）資本，物財，情報，人間などの国際的な移動のネ

ツトワークの主要な結節点であること（媒介性）．（2）なんらかの領域に

おいて，グ・一バルな規模の影響力を周辺に対してもっていること（中心
39）

性）．」

　つまり町村は，社会学的なカテゴリーとしてのr媒介性」（またはr連

接力」）とr中心性」（またはr支配力」）という2側面からr世界都市」

を規定している．そして，こうした「媒介性」と「中心性」が，何によっ

て，また，どのような形で成立しているかによって，同じくr世界都市」

といっても，そこには幾つかの類型が存在するとした上で，これまでの歴

史のなかで現われてきたr世界都市」をrヘゲモニー依存型」とrネット

ワーク依存型」の2類型に区別する．町村は，上記の一般的な「世界都

市」の定義づけに続けて，次のように述べている．「しかしこれ’だけでは

一般的すぎる，例えば古代・一マのような帝国都市もまた，こうした条件

をある程度備えていたことは否定できない．しかし，影響の範囲が言葉の
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正しい意味で地球規模（グ・一バル）になるためには15世紀以降におけ

る資本主義世界経済の成立とそのグ・一バルな拡大を待たねばならなかっ

た．その意味で，アメリカ大陸やアジア・アフリカとの遠隔地貿易に関わ

った諸都市（ベネチア，リスボン，アムステルダム等）は，初期の世界都

市といえるかもしれない・だが，これ’らの都市の媒介性や中心性はごく限

られたものでしかなかった・それに対して，現在につながる意味での世界

都市の出発点は，やはり産業革命期以降の大英帝国の首都ロンドンであっ

たといえるだろう・帝国主義的な領土拡張と圧倒的な工業生産力がもたら

した経済的蓄積，世界的な空間連接力は，人口数百万規模の最初の世界都

市を生み出した・イギリスに次ぐ覇権国家であるアメリカ合衆国のニュー

ヨークと合わせて・これらを『ヘゲモニー依存型』の世界都市と呼べるだ

ろう・……しかしながら，多国籍企業段階ともいえる現在の世界都市のあ

り方は，また大きく変化している・その1つの特徴が，各都市を世界経済

へと連接していく存在としての資本・とりわけ多国籍化した資本の果たす

大きな役割である……。またこれと関連してもう1点，通信技術や情報処

理技術の飛躍的発達により，情報のもつ空間連接力が大幅に高まったこと

も見逃せない．周知のように，現在では資本と情報の『流れ』は互いに深

く結ぴ付いている・したがって，こうした世界的な『流れ』の上に成立し，

資本や情報を介して広範な空間連接力を備えるに至った都市を，『ネット

ワーク依存型』の世界都市と呼ぶことができるだろう．そしていうまでも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぺのなく，東京はこの新しいタイプの世界都市なのである．」

　少し引用が長くなったが，要するに，町村のr世界都市」論は，1980年

代以降の「世界都市」を「多国籍化した資本と情報技術の飛躍的発達とに

媒介されてグローバルな空間連接力を備えるに至った都市」として規定し，

それをrネットワーク依存型」として類型把握するところに重要なポィン

トがある，そして町村は，このrネットワーク依存型」のr世界都市」は，

　　　　　　　　　　　　　　201



　　　　　　　　　一橋大学研究年報　経済学研究　32

かつてのロンドンやニューヨークのような「ヘゲモニー依存型」の「世界

都市」を対比した揚合，以下のような特徴ないし特質をもつ，と指摘す

る。

　第1には，rネットワーク依存型」のr世界都市」においては，そのr媒

介性」やr中心性」は「ヘゲモニー依存型」に比べて限定的なものとなら

ざるを得ないことである．町村は，次のように述べている．r資本や情報

を介して成立する国際的ネットワークは経済分野に限定されがちであり，

したがってネットワーク依存型都市の中心性・媒介性もまたきわめて限ら

れた領域にとどまりやすい．これに対してヘゲモニー依存型世界都市は，

政治的側面はもちろん，文化的・イデオ・ギー的にも強い空間連接力をも
41）

つ。」

　第2には，「ネットワーク依存型」の「世界都市」は，国民国家から相

対的に自立した存在として成立し得ることである。町村は，この点につい

ては，次のように述ぺる．r（世界的な覇権国家の）ヘゲモニーというもの

が，世界システムの中における国家の地位と深く結び付いている二とから

も明らかなように，ヘゲモニー依存型の世界都市の存立（は），それが立

地する国家の命運と深い関係にある。これに対して，本来的に国境を越え

て移動する資本や情報の流れに存立の基盤をもつネットワーク依存型世界

都市の揚合には，国家から相対的に自立した利害を持つことができる・こ

のため，国家との間で緊張関係が生じることもまれではない．もちろん実

際には，資本の多国籍化自体を国家が支えているという面があり，資本と

国家の関係は多くの揚合，何らかの形で調整されている・とはいえ世界都

市が，内外の国家，資本，そして住民の異なる論理，利害のせめぎあう揚

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　42）
となることは，無視できない．」（括弧内は寺西による補足）

　そして第3には，rネットワーク依存型」のr世界都市」の場合は，そ

のネットワークの結び目のところに形成されるものであるため，そうした
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結び目としての地点は複数にまたがり，そこにはヒエラルヒー的な階層性

と分化の構造が成立することである．町村は，この第3の特徴点を踏まえ

て・rネットワーク依存型」のr世界都市」におけるr一種のもろさ」を

次のように指摘している．「（世界的な覇権国家の）ヘゲモニーというもの

は，世界システム中における構造的にみてユニークな位置であり一歴史

的に移動していくことはあるものの一本来ゼ・一サム的な性格をもつも

のである・そして，ヘゲモニー依存の場合，その世界都市としての地位は，

国家がヘゲモニーをもつ限りある程度保証されている．これに対し，ネッ

トワーク依存の場合には，ネットワーク上に他のもっと有利な地点が生ま

れた揚合，世界都市としての媒介性や中心性の役割が移動していくことを

止めるのは難しい・ネットワーク内における急速な成長の可能性とともに，

一種のもろさをそこでは指摘することができる．」（括弧内は寺西による補
43）

足）

　以上が，町村によるr世界都市」論，とくにそのなかで独自に提起され

ている「ネットワーク依存型」の「世界都市」論の概要であるが，それは，

1980年代中葉以降にみる東京のr世界都市」化のプ・セス（すなわち，既

述のプ・セスH）の意味とその特質を考える上では示唆されるところが少

なくないといえよう。しかし，以上のような町村による示唆的かつ先駆的

な「世界都市」に関する理論的な整理も，さらにもう一歩深められるぺき

論点ないし検討課題を今後に残こしているといわざるを得ない．

　その1つは，町村の議論では，「ヘゲモニー依存型」と「ネットワーク

依存型」という「世界都市」の2類型把握が，・ンドン＆ニューヨーク＝

rヘゲモニー依存型」，東京＝「ネットワーク依存型」という分類と直結し

た形で理解されてしまっていることに伴う問題である．たとえば町村は，

『都政新報』紙上での対談のなかで，次のような理解を示している．r・ン

ドン，ニューヨークが世界都市になった経緯としては，背景に軍事力があ
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った。これまで世界でもっとも政治的，軍事的にも影響力の強い国の首都，

ないしはそれに類する都市ということで世界都市化してきた・だから，

（この）2つの都市は，ヘゲモニー依存型と言える，しかし東京は，そうい

う経緯をもたない新しいタイプの世界都市だ．これを私はネットワーク依

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　44）
存型と定義したらどうか，と考えている．」（括弧内は寺西による補足），

と．しかしこの町村の理解では，1980年以降のニューヨークが辿ったr世

界都市」化のプ・セスは一体どのように位置づけられることになるのか，

という問題が残ることになる。

　周知のように，1970年代にかつてない都市財政危機に見舞われたニュ

ーヨークは，1980年代に入って，新たなr世界都市」化への道を歩み始め
45）

た．この1980年代におけるニューヨークの「世界都市」化のプ・セスも，

明らかに，町村のいう「ネソトワーク依存型」という新しいタイプの「世

界都市」化であったといえるであろう．だとすれば，町村が明らかにした

「ネットワーク依存型」という新しいタイプの「世界都市」の類型は，何

も1980年代中葉以降の東京のケースにだけ当てはまる特殊類型ではなく，

むしろ1980年代以降のグ・一バル・エコノミーの時代における一般的類

型として理解される必要がでてこよう．それゆえ，町村が，東京のケース

を念願において指摘したrネットワーク依存型」のr世界都市」がもつ幾

つか特質（すなわち，上述したような，①r媒介性」r中心性」の限定性，

②国民国家からの相対的な自立性，③「ネットワーク依存型」に伴う地位

の不安定性，など）は，単に1980年代中葉以降にみる東京の「世界都市」

化について妥当するだけでなく，1980年代以降にみるニューヨークのr世

界都市」化についてもそのまま妥当することになる・実際，1980年代以

降のニューヨークのr世界都市」化への道は，1987年10月19日のブラッ

ク・マンデーを契機にして，その構造的脆さをはっきりと露呈させた．

　以上，要するに，町村の議論は，たとえばパックス・ブリタニカの時代
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を築き上げた大英帝国という強大な覇権国家の形成を背景とする軍事的・

政治的・経済的支配力を基礎にして成立したような，かつてのr世界都

市」（＝rヘゲモニー依存型世界都市」）とは区別して，1980年代以降の

グ・一バル・エコノミー時代における新たな都市類型としての「世界都

市」をrネットワーク依存型世界都市」として特徴づけ，その構造的特質

を一般的に明らかにしたという点にその積極的な意義があるといえるであ

ろう．しかし，それは裏返していえば，町村が明らかにしたrネットワー

ク依存型世界都市」の構造的特質は必ずしも1980年代中葉以降の東京に

みる「世界都市」化のプ・セスがもつ固有の特質まで具体的に明らかにし

たものではなかった，という限界があることを意味する．それゆえわれわ

れは，町村の議論をまず一般論として踏まえた上で，さらにrネットワー

ク依存型世界都市」における，いわば東京型の固有の特質とそこでの矛盾

の構造を独自に解明していく必要があるといえよう．

　　町村，注32）前出③，10ぺ一ジ．

　　町村，同上，10削11ぺ一ジ．

　　町村，同上，11ぺ一ジ．

　　町村，同上，11ページ．

　　町村，同上，11ぺ一ジ．

　　町村，注32）前出④．

　　このニューヨークの19SO年代におけるr世界都市」化への道が一体どのよ

　うな具体的プ・セスであったかにっいては，佐々木雅幸r世界都市ニューヨー

　クの変容と矛盾」r経済』（新日本出版社）第297号，1989年11月号，を参照・

39）

40）

41）

42）

43）

44）

45）

（6）

他方，加茂の議論は，前述した東京型の特質と矛盾を独自に明らかにし

ようとした議論になっている点に重要な特徴がある．そこで，次に，加茂、
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の議論についても検討を加えてみることにしよう・

　加茂は，r『世界都市』の時代」のなかで，次のように述べている・rい

ったい『世界都市』とは何だろうか．ある意味で『世界都市』は歴史とと

もに旧い．古代・一マや中国の唐時代の長安，中世のベネチアや近世・近

代のパリ，・ンドンはみな，世界中の文物，肌の色や言葉のちがう人種，

民族があつまる『世界都市』であった。……しかし，みぎにあげたような

『世界都市』は，要するに，世界帝国の首都か，世界貿易のセンターのこ

とであった．1980年代のいま，『世界都市』といわれる諸都市の特質は，

これとはちがう．要するに多国簿企業の出現によって，……一国の枠を越

えたコントロー一ルセンターの役割を果たす都市が生まれる．それが現代の

『世界都市』……である．」r都市政策の上でこうした都市の形成に注目が

払われるようになったのは1970年代の後半からである．とくにニューヨ

ークやロンドンの都市再生に関連して，（現代の）『世界都市』論は浮上し

てきたといってよい．たとえば二十世紀財団が1980年に発表した『ニュ

ーヨークー世界都市』（Twentieth　Century　Fund，1〉8ωyo擁一昭oグ」4Cめ，

1980，）という報告書は，……ニューヨーク市の再生戦略（として），CHC

（Corporate　Headquarters　Complex：法人中枢複合体）を中心とした『世

界都市』機能の保持，強化に重点をおいたものとなった．」rこのように，

一国内の地域分業よりは，むしろ国際分業のなかでその都市機能を発揮す

る国際的中枢管理機能都市としての『世界都市』がク・一ズアップされ」

　　　　　　　　　　　　　46）
（括弧内は寺西による補足）てきた．

　加茂は，まず以上のように述ぺた上で，そうしたr現代の『世界都市』」

が日木の揚合には一体どのような特質をもって現われてきているかを間題

にする．その際に加茂がとくに重視しているのは，ニューヨークや・ンド

ンの揚合と比較しての東京の特質である（なお，以上の引用のなかで，加

茂がr現代の『世界都市』」あるいはr国際分業のなかでその都市機能を
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発揮する国際的中枢管理機能都市としての『世界都市』」と呼んでいるも

のが，すでに紹介した町村のいう「ネットワーク依存型世界都市」の類型

にほぼ対応するものであることは容易に理解されるであろう）．

　では，加茂は，東京の揚合の特質を一体どのような諸点に見出している

か・加茂はそれを次のような諸点に求めている．すなわち第1は，相対的

に閉じられた「世界都市」となっていること，第2は，一極集中型の「世

界都市」となっていること，そして第3は，オールマイティ型のr世界都
　　　　　　　　　　　　　　　47）
市」となっていること，の3点である．以下，以上のような3点の特質を

とくに重視した加茂のr日本型世界都市」論の概要をもう少し詳しく紹介

することにしよう．

　加茂のr日本型世界都市」論は，1988年3月にr世界都市時代の日本」

と題して行なった講演録のなかで最も分かり易く整理されて展開されてい

る．加茂は，そのなかで，rスミス＝フェギンという学者が，世界の大都

市を多国籍企業上位500社の立地数でランクづけした資料（表6参照一

寺西注）……をみると，多国籍企業の拠点という点からみれば，東京は世

界第3位，大阪は第7位で，世界都市化が非常にすすんでいることになり

ます・東京に関していえぱ，実際，国際金融機能の規模をみても，ニュー

ヨーク，・ンドンと肩を並べるほどになっており，量的にみるとまぎれも

なく最大の世界都市の1つといえるでしょう．ただ私には，反面，日本の

世界都市化にはやはり，日本資本主義の独特の性質や間題点も含まれ’てい

　　　　　　　48）
るように思われます。」として，以下のように「日本型世界都市」の特質

を論じている，

　まず第1の特質に関して，加茂は次のように述べる．r日本型世界都市」

は，r資本と労働力の国際化の度合がまだ限定されており，世界都市といっ

ても相対的に閉じられた性質をもっていることです．金融の国際化などに

よって外国の銀行や証券会社が日本にどんどん進出しており，あと10年
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εo世σ833Rαπ4κo翫鞠σo皿㎜70弼五伽3あコ∫αア㌃8翻πgσ幅碗，Rand　McNally＆Co．l
Chicago，19861Sε碗競‘‘切肋5‘7αθ云‘ゾ翫8U8，US　Department　of　Commerce　Burea廷
of　the　Census，19851四αγ4，ε8με‘π633P‘γ80¢oアΨ，vo1．3，Information　Access　Co．＝Be1．

皿ont，CA，1985．
Banks　aτe　excluded　from　the　data　sources，Size　is　in　terms　of　sales．The　popu．

1ation盒gures　listed　above　aτe　Renally　Metropilitan　Afeas（RMAs〉，which　indllde

outlying皿banized　areas（e．g。suburban　towns）around　the　oity　giving　the　area
its　name．

（出所）　注36）⑥文献より．

もすれば東京は，・ンドン，ニューヨークなみの国際化された金融市揚に

なるという予測もあります．そうなるかもしれませんが，ただ現在の実態

をみるとそうストレートには言い切れない……．たとえぱ外国銀行の支店

数では，東京はまだニューヨークの4割，・ンドンの3分の1程度であり，

これがニューヨーク，ロンドンぐらいに開かれた状態になるためには，ま

だいくつかの条件が必要ではなないかと思います．もうひとつの条件は，

労働力を含めたヒトの国際化がある程度進まないと，資本の国際化には限
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界があるということです．……もちろんは，労働力の国際化への圧力もつ

よくなっており……，不法入国・滞在者もふえていて，……『ヒトの国際

化』は，ほとんど時の勢いのように見えるのですが，日本政府の方は，労

働省や法務省が相次いで単純労働に対するビザ発給に消極的な見解を示し

たり，外国人を雇う事業者に対する雇用許可制度を設ける考え方を打ち出

して，『ヒトの国際化』を限定的にとらえている……．・ンドンにせよ，

ニューヨークにせよ，これまでの世界都市は，・・…・少なくともある時代，

開放的な『ヒトの国際化』がすすんだことによって，異なる肌の色や文化

をもった人々が共存し，異民族が受け入れられる雰囲気がつくられたこと

で，本当にインターナシ日ナルな都市ができていった面がありました．そ

ういうことがないと，……東京の世界都市化はどこかで限界にブチあたる
　　　　　　　49）
可能性がある……．」

　次に第2の特質に関しては次のようにいう。rスミス＝フェギンの表で

は，，大阪にも15もの多国籍企業本社があるということになるのですが，

これはご承知のように関西系の大企業が多く，東西二本社制をとっている

ことから出てくる数字です。名目的には大阪にも本社があることになって

いる企業でも，実態は，東京本社に中枢管理機能がかなりシフトしている

ことを勘定にいれますと，大阪にはとても世界7位にランクされるような

国際的中枢管理機能はない．むしろ国際化のなかですさまじい（東京）一

極集中がおこっている点にこそ，日本の世界都市時代の特徴がある……・」

　　　　　　　　　　50）
（括弧内は寺西による補足）

　さらに第3の特質として次のように論じる．「日本型世界都市」として

，の東京の揚合は，rニューヨークや・ンドンとはかなりちがった都市機能

をもっている……。ロンドンやニューヨークはいまや完全に金融やサービ

スなど国際的なビジネス機能に特化した都市になっていますが，東京はそ

うではなく，大都市圏としてみると，金融やサービスはいうにおよばず，，
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ハイテク，卸売から都市型工業にいたるまで，日本一集積した，いわばオ

　　　　　　　　　　　　　　さ　　
一ルマイティ都市になっている……．」

　そして，以上を要約して，加茂は，「日本の世界都市・東京というのは，

相対的に閉じられた，一極集中型でオールマイティ型の都市であり，こう

したタイプの世界都市の形成がすすんでいる点に，日本における世界都市

時代の特質があるように思います．これはやはり輸出依存型，一国繁栄型

の経済成長を追求してきた日本資本主義の性質を表現した，日本型世界都

市の姿というべきではないでしょうか。対外的には輸出と投資で世界中か

ら利益を集める反面・難民や外国人労働者へのカベは高く保って日本社会

の特性を守り，国内的には東京に政治と経済の中枢をガッチリ結ぴつけ，

あらゆる重要な機能をその近くにあつめてコント・一ルする一どこか非

常にナショナリステックで，集権的な『国際国家』の像が都市の姿にもあ

　　　　　　　　　　　　さ　　
らわれているような気がします．」と総括している．

　以上のように・加茂によるr日本型世界都市」論は，先に紹介した町村

にょるrネットワーク依存型世界都市」論からさらに進んで，同じ1980

年代以降のrネットワーク依存型世界都市」の類型のなかでも，東京の揚

合は，・ンドンやニューヨークとは異なった，いわば日本的特質がそこに

色濃く反映したものとなっていることがとくに強調された議論になってい

るといってよかろう．

　さて筆者は・すでに1980年代以降にみるr東京経済の新展開」を，①

主に国内的な構造変化ないし要因を背景とした「東京一極集中型経済構

造」の強まり，②主に国際的な構造変化ないし要因を背景とした東京の

r世界的中枢都市」への新展開，という“2つのプロセスの重なり”の構図

としてとらえる見方を具体的に示したが，ここで，そうした筆者のとらえ

方を，以上で検討してきたようなr世界都市」仮説を踏まえた町村，加茂

による議論との係わりのなかで位置づけれぱ，それは，どちらかといえば
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加茂の議論により近いものになるといえよう．とはいえ，上述のような加

茂の議論についても，なお若干の異論をもたざるを得ない点が残こる．そ

れは，加茂の議論においては，そこで指摘されているr日本型世界都市」

としての東京にみる3つの特質が，1980年代のロンドンあるいはニュー

ヨークと比較してのr世界都市・東京」の“構造的強ざ’として位置づけ

られているように思われる点である．

　加茂は，上記の点をめぐって，「日本型世界都市の功罪」として，次の

ように述べている．「1987年10月の『ブラック・マンデー』の株式大暴落

のあと，ニューヨークではたくさんの証券会社などが首切りをし，その波

及効果は周辺のサービス業などにも広く及んだといわれます。国際的な金

融，サービスに依存した世界都市ニューヨークは，実はたいへん不安定な

経済基盤をもつ都市であったわけで，その弱味がついにあらわれたという

感じがします．これに比べるとオールマイティ型の東京は，同じように世

界都市といっても産業構造にはバランスがあり，これが大きな強味です．

ところが反面，これだけオールマイティに，しかも一極集中的にいろいろ

な経済活動が集積している東京には，ニューヨークや・ンドンをもはるか

にこえる，途方もない集積不利益という大間題が蓄積されてきておりま
53）

す」，と．ここでは，東京にみる特質が「日本型世界都市」の“構造的強

さ”の要因として位置づけられた上で，その“構造的強さ”ゆえの矛盾が

パラドキシカルな表現方法をとって指摘されているといってよい．しかし，

以上のような指摘については，やはり多少の異論をもたざるを得ない・そ

の基本的な理由は，1980年代後半から90年代の今日にかけて，いよいよ

深刻化の度合を強めているいわゆる“東京間題”の現実とその将来的行方

を念頭に置くとき，それは，加茂がいうようにr日本型世界都市」・東京

の“構造的強さ”ゆえにもたらされている諸矛盾の反映として理解するよ

りも，むしろ，現在のr日本型世界都市」・東京が固有に抱えている“構
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造的弱さ”の反映として理解する方がより的確な認識につながっていくこ

とになるものと思われるからである．

　おそらく1990年代は，そうしたr日本型世界都市」・東京の，まさに

“構造的弱さ”が様々な問題局面で大きく露呈されてくる10年となる可能

性が高いといえるのではなかろうか．その点を理論的に明らかにしつつ，

21世紀に向けてのr日本型世界都市」・東京の新たな都市改革のピジョン

と政策体系を具体的に検討していくことが今後の重要課題となる．

46）

47）

48）

49）

50）

51）

加茂，注33）前出③，177～180ぺ一ジ．

加茂，同上，183ぺ一ジ．

加茂，注33）前出⑤，109－110ぺ一ジ．

加茂，同上，110－112ぺ一ジ．

加茂，同上，113ぺ一ジ．

加茂，同上，113～114ページ・なお，こうした東京大都市圏としてみた揚

　合のオールマイティ型都市経済の構造に対して，全国的な視点からみての『産

　業母都市」機能という積極的な位置づけと評価を与えたものが，東京都産業振

　興政策懇談会報告書『東京の産業振興政策』1986年10月，である，また，こ

　の点に関する関連文献として，村田喜代治編r産業母都市東京』東洋経済新報

　社，1988年8月，参照．

52）加茂，同上，114ぺ一ジ．

53）加茂，同上，114～115ぺ一ジ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1990年12月20日脱稿）
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